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1. はじめに
複数の事業体を抱えている企業の経営課題の一つに、
個々の事業体に対して事業体の特性に応じた経営指導
の難しさがある。組織全体の経営戦略目標を達成し盤
石な組織を創るには、各事業体がそれぞれの課題を解
決することが重要である。つまり各事業体が持ってい
るそれぞれの経営課題を的確に把握し、その事業体に
対する的確な指導があってこそ強固な経営基盤を作り
上げられるのである。能力のある指導者は、自分の経
験や知識から、独自に優先順位をつけ経営課題に取り
組み成果に結び付けることが出来るが、指導者の素質
によって課題の捉え方が偏っているのが現状である。ど
の事業体に於いても指導者の経験や知識の多寡にかか
わらず優先課題を見つけ成果に結び付けることを可能
にするために、本研究では DEA-BSC 統合モデルを用
いる。数多くあるKPI(Key Performance Indicator,重
要業績評価指標)の中から事業体の特性に応じた優先度
の高い課題の抽出とその課題を解決するための改善目
標を示すにあたって実社会に則した工夫が必要である。
「DEA-BSC 統合モデルを用い、実社会で活用できるよ
う工夫を施した上で、客観的な優先課題の抽出とその
課題解決に向けた目標値を示すこと」が本研究のテー
マであり新たな提案である。
2. 背景と課題
DEA(Data Envelopment Analysis, 包絡分析
法) は、複数の入力を複数の出力に変換し事業体
（DMU:Decision Making Unit）のパフォーマンスを
評価するアプローチ方法 [1] であり、多次元的な性質
を考慮に入れた相対的パフォーマンス評価が出来るこ
とから、公共事業や公共施設の「効率測定評価」を行
う分析方法として活用されている [2][3]。このように
DEA の研究分野は「効率測定評価」にスポットを当
てたケースが多く、「優位集合体」や「入出力の改善項
目・改善値」などにスポットを当てた研究 [2] は比較
的少ないのが現状である。
また BSC(Balanced Scorecard, バランストスコア
カード) は、4 つの視点 (財務、顧客、内部プロセ
ス、学習と成長) を設け、掲げたビジョンと戦略を
経営トップから従業員一人ひとりに周知徹底させ、
確実に計画通りに成し遂げるためのマネジメント
ツール [4] だが、全社の課題を網羅しようとすると

課題 (KPI) 数が多く、次の問題が発生してしまう。
本社管理部門側

• 全社と事業体との改善テーマの整合性がとれない
• 課題が多く事業体ごとの目標や進捗管理が難しい
• 事業体の特性に合った適切なアドバイスが出来ない

事業体側
• 課題項目が多く自事業体に適した優先課題を絞れ
ない

• 目標達成レベルをどの程度にして良いか分からない
• KGI(Key Goal Indicator,経営目標達成指標)に対
する具体的改善項目が分からない

BSCで構築された経営戦略目標の達成状況を評価す
るにあたり、DEA-BSC 統合モデルで事業体の「効率
測定評価」を行っている研究は数多くある [5]。しかし
本研究のような「入出力の改善項目・改善値」を用い
て「優先課題の抽出」や「入出力の改善目標値」を導
き、経営マネジメントに応用する研究は国内外で初め
ての試みであり、よってこのモデルから生み出される
成果の検証が必要になる。
3. 実社会で活用するにあたっての課題
本研究は、実社会で活用するために DEA-BSC 統合
モデルを構築するものであり、そのためにはいくつか
の問題を解決していかなければならない。
DEAは n個の事業体DMUj(j = 1, . . . , n)の効率性
を測定評価するために比率尺度 (以下効率値と呼ぶ)θ を
m個の入力 xi : (i = 1, . . . ,m)に対するウエイト vi、s

個の出力 yr : (r = 1, . . . , s)に対するウエイト ur とし
て、仮想的出力/仮想的入力 = uryr/vixiの分数計画問
題を線形計画問題として解くことによって求める。ま
たスラック変数 S−

i 、S+
r により、入力余剰 S−

i や出力
不足 S+

r がどの程度可能であるかを示すことが出来る。
評価対象事業体数と入出力項目数とのバランス
この問題については、入力数をm、出力数を s、事業
体数を nとすると、経験的に n≧max{ms, 3(m+ s)}
であることが知られている [2]。事業体数と入出力数と
のバランスがよくない場合は、入力と出力でより関連
性の深い項目を選び絞り込むことが求められる。入力
と出力の相関を用いて選択することもできるが、経営
者にとって全体課題の中でより解決したい優先課題で
絞り込む方が良い。
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少ない方が「よし」とされるデータの補正
苦情の件数が少ない程顧客満足度がよい場合など、

少ない程「よし」とされるデータについては ỹro =

(maxj=1,...,n{yrj}) − yro + c のようにデータを補正す
る必要がある。
DEAから導き出される結果と現実との乖離
入力余剰 S−

i 、出力不足 S+
r 、効率値 θの場合、改善

目標値は x̂io = θo ∗xio−S−
i 、ŷo = yro+S+

r …(1)で表
せる。例えば、ある事業体DMUo の入力 xio = 4、出
力 yro = 2で、DEAで得られた効率値 θo = 0.375、入
力余剰 S−

i = 0、 出力不足 S+
r = 1 のとき、x̂o = 1.5、

ŷo = 3.0となる。つまり入力 4から 1.5に、出力 2か
ら 3に改善することとなり、これは実社会では大変困
難なことである。この解決方法として入力余剰 S−

i 、出
力不足 S+

r 、効率値 θに上限値や下限値を設けるなど、
いくつかの論文 [6]で提案されているが、いずれにしろ
現実との乖離を解決するための工夫が必要である。
4. 乖離解消の工夫とモデルの構築
乖離解消に向けた提案
本モデルの構築にあたり次の解消策を提案する。
(a) データを百分率へ変換
(b) DEA効率値 θの下限値の設定
(c) 入力余剰 S−

i 、出力不足 S+
r の上限設定

上記について次の通り補足説明する。
(a)百分率に変換する場合の条件として、定量評価さ

れ数値計測でき、また上限・下限 (非負)が定まってい
ない指標とする。百分率に変換するメリットは、実デー
タの場合どの項目を優先的に改善するかは、データの
桁数、単位などによって改善項目の優先度が分かりづ
らくなる。百分率に変換し単位を揃えることで、各項
目の改善値の比較が容易になることである。
(b)効率値 θの値が小さくなると、入出力改善値に与
える影響が大きくなる。そこで θの下限を定めること
によりこれを解消する。経営者が事業体の半数が改善
されることを望んでいるのであれば、入出力項目の平
均値の効率値 θを下限とするのも一つの例である。
(c)入力余剰 S−

i 、出力不足 S+
r についても、あまり

にも大きな値になることを避けるように入出力項目の
平均値の 20%に設定するなどし、実社会における現実
的な改善値を求めれるようにする。
優先課題の抽出と簡易戦略マップ作成
これらの問題を解決したのちにBSCの各視点 (財務、
顧客、内部プロセス、学習と成長)でDEAを実行し効
率値 θ、入力余剰 S−

i 、出力不足 S+
r を求める。

効率性の概念は、生産量を上げるのに効率的な投入
量はどのくらいか…「投入指向型」、投入量でどれだけ
生産量を上げれば効率的か…「産出指向型」、の 2通り
の考えが存在する、本研究では「産出指向型」の改善

策を提案する。よって改善目標値を表すための (1)式
は x̂io = xio − S−

i /θo、ŷro = (yro + S+
r )/θo…(2) にな

る。改善目標値を計算したのちに、出力項目の中で改
善幅が一番大きい項目を優先課題と位置づける。最後
に BSCの各視点 (財務、顧客、内部プロセス、学習と
成長)の優先課題および改善目標値を全事業体に於いて
示したのちに、全ての視点で優先課題が同じ事業体を
同じグループとして分類する。分類した事業体グルー
プごとに簡易的な戦略マップを作成し、経営指導が全
ての事業体に効果的に行きとどくようにする。
5. モデルの検証
(1) 実績値とモデル値との関連性・整合性の検証
過去の実績データをもとに、全社最終目標であるKGI

で成長・変化なし・悪化の 3段階で分類した事業体を
対象に DEA-BSC統合モデルを使いパフォーマンス評
価を行う。DEA-BSC統合モデルで得られたモデルの
値 (効率測定評価値)と実績値 (経営目標に対する成長
度合い)との相関による整合性を検証する。
(2) グループ化した事業体特性の推測
DEA-BSC統合モデルによって分類された事業体と
実際の事業体特性による分類との整合性を検証する。
(3) 目標進捗度合の関連性の検証
計画時において、事業体の実績値から DEA-BSC統
合モデルで導き出される課題と事業体が立て優先的に
取り組んだ課題との整合度合が、その後の事業体の目
標達成度合との関連性を検証する。
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